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要　旨

 本研究では、日本のライドシェアの先行事例から現状と課題、さらに過疎高齢化かつ公共交
通の不便な地域におけるライドシェアの受容性を明示し、利用と運賃との関係性の考察を行っ
た。
　まずライドシェアの事例を把握した結果、利便性に関しては２つの事例ともに向上したと考
えられるものの、各々運行範囲や様々な時間帯への対応、ドライバー確保の課題が示された。
また運賃に関しては、ささえ合い交通では、利用者は高いと不満を感じており運行管理側も課
題と認識していた。しかし、ささえあい交通の運行実績やささえ合い交通の開始年度を拠点に
見たデマンドバスの利用者減少、さらに海外事例の知見を踏まえると、運賃のマイナス面より
も利便性のプラス面が優先し利用する傾向がみられ、一定の利用に繋がっていた。一方、なか
とんべつライドシェアでは、始めは無料としていたものの、利用者の意志により受益者負担と
なったことで不満の声は聞かれず有料化に伴う運行回数の変化もみられなかった。そして、さ
さえ合い交通の事例を基に運行管理の枠組みや留意点を整理すると、運行管理者を軸とし輸送
サービスの提供や安全管理への配慮が行われており、今後導入にあたり検討すべき要因を明ら
かとした。
　次に、今後ライドシェアの検討や展開が見込まれる過疎高齢化かつ公共交通の不便な地域の
一例として福井県吉田郡永平寺町の高齢者の地域交通の意識把握を行った。その結果、まず料
金面よりも利便性を優先事項に挙げていた。そして、ライドシェアや共助型輸送の輸送方法が
地域になじみ展開できる可能性があると期待していた。また、運賃に関しては、ささえ合い交
通やなかとんべつライドシェアで取り入れられている「固定型」を選択した。しかし、先行事
例の実態を踏まえると、利用者の満足を得られるような運賃設定の工夫が求められる。
　以上より、運賃より利便性、無料より有料化、謝礼や選択型より固定型の運賃が評価される
ことについては、行動経済学のナッジが意識決定に影響した効果と考えられる。
　今後、ライドシェアを普及、展開を進めるにあたっては、利便性の評価が最重要となり、運
賃が高いと実感しても一定の利用は見込まれる。しかし、利用者の運賃に対する満足を得るた
めには、利用者に輸送サービスの価値を評価させ固定型の運賃設定を行う戦略を取り入れるこ
とが望ましいと示唆される。
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１ はじめに

近年、移動したい人とドライバーをマッチング
し、輸送サービスを提供するライドシェアは、利便
性やコスト面から注視されている。ドライバーと利
用者をマッチングする（米国）ウーバーテクノロ
ジーズ社が提供する配車システム「Uber」では、世
界 70 ヵ国 400 都市で活用されている。
日本では、ライドシェアに関して特に過疎高齢化

や公共交通空白の地域モビリティを維持活性化する
一躍として期待されている。しかし、道路運送法の
有償運送サービスに該当するため、自家用有償旅客
運送の仕組みを活用し、公共交通が不十分な地域で
NPO等の営利を目的としない団体が運行や管理を
行う場合といった条件の基で運行が認められている。
そのため、日本では一般人がドライバーとなりライ
ドシェアを行っている先行事例は限られ、現状時点
で Uberや CREWの活用例が確認できる。
まず Uber見ると、2016 年京都府京丹後市丹後町

で開始された「ささえ合い交通」、また 1年間の実
証実験を得て 2017 年に北海道枝幸郡中頓別町で開
始された「なかとんべつライドシェア（相乗り）事
業（以下、なかとんべつライドシェア）」の 2つの
事例が存在する。そして 2015 年に（日本）Azit社 1 

が立ち上げた CREWにおいては、東京都内の一部
地域、また 2019 年 4 月から長崎県久賀島や鹿児島
県与論島の過疎地域にて実証実験が始められている。
これら先行事例のように、日本では過疎高齢化地

域の足を確保するために、ライドシェアのビジネス
モデルが応用展開し始め、今後もその傾向が強まる
ことと考えられる。
ここで我が国において初めて Uberを用いた輸送

サービスが認められた京都府京丹後市丹後町の事例
（さえ合い交通）を見ると、NPO法人運営の基、ド
ライバーは事前に登録されたプロではなく一般の地
域住民が行い、輸送サービスが提供されている。ま
た利用者となる地域住民や町外者は、スマートフォ
ンで Uberのアプリもしくは電話による代車サービ
スから、近くのドライバーを配車要請することがで
きる。このことから、移動したい時にすぐ輸送サー
ビスを確保することが可能となり、利便性の高さが

窺える。
一方で、運賃については、公共交通空白地有償運

送において、営利に至らない範囲として当該地域に
おけるタクシー上限の概ね 1/2 を目安とし、また地
域バスを参考にすることと定められているため、タ
クシーよりは安いものの、バスなどの公共交通より
は高い位置づけである。ここでアメリカ等の事例を
踏まえ Uberの特徴としてコスト面を挙げている立
入（2018）は、タクシーよりは割安と言及している。
しかし、日本の過疎地域および公共交通空白地での
Uberを活用した輸送サービスや運賃に関して評価
された知見は蓄積がなく、実際に利用者にとって利
用しやすい運賃なのか明示化されていない。そこで、
パーソナルファイナンスに焦点をあてて、利用者は
運賃に対してどのような評価を行うのか、またそれ
ら運賃への意識が人々の移動（利用）にどのような
影響を及ぼすのか明示することは、日本型ライドシェ
アを展開していく上での今後一助になると考える。
以上のことから、本研究では京都府京丹後市丹

後町と北海道枝幸郡中頓別町の 2つの事例から利用
や運賃に対する現状把握を行い、さらに過疎高齢化
かつ公共交通の不便な地域に該当し、ステークホル
ダー間で地域交通に関する議論を積極的に展開して
いる福井県吉田郡永平寺町を対象に、一集落の高齢
者に意識調査を行い、ライドシェアの受容性を把握
し、利用と運賃の関係性について考察を行うことを
目的とする。

２ 既存研究と本研究の特徴

ライドシェアに関しては、経済、法律、合意形成
といった 3つの視点からの研究アプローチがみられ
る。
まず経済の視点からは、既存業界との共存や便利

な制度にするための検討課題の多さを指摘した宇佐
ら（2017）、また費用対効果の向上やヘビーユザー
の依存に関する課題について述べた髙橋ら（2017）
の研究が参考となり、各々シュアリングエコノミー、
取り組みの整理、評価に関する言及を行っている。
次に法律の視点からは、谷口（2017）はルールメ

イキングを模索した結果、アメリカの例のように一
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旦禁止解除の手続きをとってイノベーションの価値
をマーケットに評価させることも有効な手法である
と指摘している。
また、合意形成の視点からは、各関係主体、利

害調整や連携体制の過程を分析した衛藤（2018）は、
ステークホルダー間の合意形成は図られていたもの
の、近隣地域のタクシー事業者参入で部分的に交通
空白地域の要件を外す動きがみられたことは、全国
的なタクシー業界からの反発する姿勢の存在、また
従前の合意形成の手法での限界を指摘している。
これらの先行研究は、日本型ライドシェアを展開

する上で参考となる。その一方で、バス等の公共交
通の不満要素として上位に挙がる（運賃）パーソナ
ルファイナン面での調査分析を行った研究も必要不
可欠である。そこで本研究では、過疎高齢化地域で
行われているライドシュエアを対象として、利用者
にとって利用しやすい運賃なのかや、望む運賃タイ
プなどを調査分析した知見は重要な示唆を与えると
考える。

３ 調査対象の地域特性と	
ライドシェアの運行形態

本研究では京都府京丹後市丹後町と北海道枝幸
郡中頓別町で開始されたライドシェアの 2つの事例
を対象とする。
調査対象の地域特性およびライドシェアの運行

形態について、文献調査や管理者および自治体Ｗ
ＥＢサイト 2,3、また管理者にメールでの問い合わせ、
ならびに丹後町の事例に関しては現地で管理者にヒ
アリング調査を行った。

３. １ 京都府京丹後市丹後町「ささえ合い交通」
調査対象地域である丹後町を図 1に示す。
図 1 に示すとおり、京都府北部に位置し、面積 

65 ㎢、2004 年の合併により京丹後市となっている。
京都市中心部から自動車でアクセスすると、京都縦
貫道路経由で約 2時間、鉄道の場合は京都駅から特
急で約 2時間の所要時間が見込まれる。
次に総人口を見ると、2018 年時で 5,242 人、高

齢者に該当する 65 歳以上人口は 2,174 人（高齢化
率 41.5％）であり、過疎地域に指定されている。地

域住民の居住エリアとなる集落は、幹線道路から外
れており、さらに急勾配の狭い路地に位置するため、
高齢者にとってはバス停に向かう移動が困難な状況
となっている。また交通現況を見ると、平野部に幹
線道路があり、公共交通に当たる移動手段として 

は、主に幹線道路を走行し 1日 10 数本程度の路線
バス（運賃 200 円）、東西 2つのエリアに区分され
隔日運行で前日予約が必要となるデマンドバス（運
賃 100 ～ 200 円）が存在している。なお、2008 年
に地元タクシー会社は撤退し、丹後町にタクシーの
運行は行われていない状況となっている。
以上のような丹後町の特性、また地域住民の移動

ニーズ、さらに京都府からの提案を受け、 京丹後市、
デマンドバスの運行委託を受けていた NPO法人気
張る！ふるさと丹後町は、運行に関する検討を始め
ることとなった。その検討時に挙がった意見の「配
車を手軽にする」ことを重要視し、新たなメンバー
にウーバー・ジャパン社等を含め検討が行われてい
る。さらに、実施に向けて3.3節で示すとおりステー
クホルダー間での検討を行い、2016 年 5 月にささ
え合い交通の運行に至っている。
続いて、運行形態を見ると、ささえ合い交通では、

管理者が NPO 法人気張る！ふるさと丹後町、実際
の運行（ドライバー）は 18 名の地元住民が自家用
車を活用し輸送サービスを提供している。
そして運行区域は、乗車は丹後町のみ、降車は

京丹後市全体（丹後町、久美浜町、綾野町、弥栄町、
峰山町、大宮町）で、運賃は最初の 1.5 ㎞まで 480
円、以遠は 120 円 /km が加算される。支払い方法は、
当初クレジットカードのみであったが、住民のニー
ズから 2016 年 12 月に現金が可能となっている。
また、運行時間は、午前 8時から午後 8時までと

なり、運行時間内であれば利用可能な状況となって
いる。配車方法は、はじめはスマートフォンでウー
バーのアプリだけであったが、住民のニーズに対応
するため 2016 年 9 月に利用者に代わって配車を行
うことが可能な代理サポーターを取り入れている。
なお、利用者は、丹後町の地域住民と観光客などの
町外者の利用ができることとなっている。
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また交通現況を見ると、路線バス 1日 4往復のみ
であり、公共交通の衰退している地域となっている。
以上のような中頓別町の特性に加えて、公共財の

過度な負担がなく輸送サービスの確保を行うことが
可能なライドシェアに注目し、2016 年 8 月から実
証実験が始まっている。
続いて、運行形態を見ると、運行主体は中頓別町、

実際の運行（ドライバー）は 15 名の地元住民が自
家用車を活用し輸送サービスを行っている。
そして、運行区域は、町内に限らず、発地・着地

のいずれかが町内であれば町外利用もできる運行と

３. ２ �北海道枝幸郡中頓別町「なかとんべつライド
シェア（相乗り）事業」

調査対象地域である北海道幸枝郡中頓別町を図 2
に示す。
図 2に示すとおり、北海道の宗谷管内の東南に位

置し、面積 398.51㎢である。札幌から車でアクセス
すると、約 5時間、鉄道の場合は稚内から旭川間は
1日 1往復の限られた運行となっている。
次に総人口を見ると、2018 年時で 1,760 人、高

齢者に該当する 65 歳以上人口は 681 人（高齢化率 

38.7％）である。

図１　京都府京丹後市タクシー運行の有無とささえ合い交通の利用可能範囲

出典：京都白地図 https://technocco.jp/n_map/0260kyoto.html（2019.4.17 閲覧）（著者が加工）

図２　北海道幸枝郡中頓別町

出典：北海道の白地図 https://technocco.jp/n_map/hokkaidoarea.html（2019.4.17 閲覧）（著者が加工）
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られていない。そのため、日本でライドシェアを
行うには、公共交通が不十分な地域であることや、
NPO等の営利を目的としない団体が運行や管理を
行うこと、また自家用有償旅客運送の仕組みを活用
する（道路輸送車両法第 27 条 2 号にもとづく公共
交通空白地有償運送が適用）といった条件を留意し、
導入の検討を進めていく必要がある。
今後、交通が不便かつ過疎高齢化地域でライド

シェアを普及、展開が期待される中で、運営管理の
枠組みや留意点を把握し、考慮する必要がある。先
行研究として、衛藤（2018）は、各関係主体、利害
調整や連携体制の過程の詳細（合意形成）の現状と
課題について分析し言及している。このことから、
本研究では輸送サービス実現までや実現後の主要部
分の一連の動き、ステークホルダーとの関係および
ルールに焦点をおき、ささえ合い交通の事例を基に
図３に示す。
図３に示すとおり、まず実現までの動き（図内、

点線より上）を見ると、国や行政、住民、交通事業
者などが関わっており、各ステークホルダーの関係
構築、また事業への理解を得るために、地域交通会
議や住民説明会などが行われている。
次に、実現後（図内、点線下）を見ると、国土交

通省、行政、ドライバー、利用者、代理サポーター
が関係している。例えば、行政を見ると運行管理者

なっている。また運賃は当初、無料であったが、「無
料のため使いづらい」などの声を踏まえて、2017
年 4 月からは基本料金（利用 1回あたり）156 円と
距離料金（時速 10㎞以上の時）走行 1㎞あたり 42 円、
さらに時間料金（時速 10㎞未満時）1分あたり 5円
が必要となっている。支払い方法は、クレジットカー
ド、また現金での支払い（代理配車の場合は現金の
み）となっている。
また、運行時間は、午前 8時頃から午後 12 時頃

まで（場合によっては配車不可）となっている。配
車方法は、スマートフォンでウーバーのアプリを使
い配車する方法と役場に連絡して代理配車を行う方
法の 2つから選択ができる。なお、利用者は、中頓
別町の地域住民と観光客などの町外者の利用ができ
ることとなっている。
以上より、中頓別町の事例では、運行範囲が発地・

着地が町内であれば町外移動も認められていること、
運行時間が長いこと、当初は無料で運行が行われて
いたこと、料金設定が抑えられていたことが丹後町
の事例との違いとして確認できる。 

 

３. ３　運営管理の枠組みおよび留意点
1 章で示したとおり、現在、日本においては、ラ

イドシェアは道路運送法の自家用車を使った有償運
送サービスに該当するとして、基本的に許可は認め

図３　事業実現までの動きと実現後のステークホルダーとの関係およびルール
（ささえあい交通の事例を基に著者が図を作成）
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を支援したり、運行管理者からの実績報告を受け
取ったりするなどの役割がある。
そして運賃の詳細については 3.1 節で示したとお

りとなるが、インセンティブについて見ると、現時
点では利用者が支払った運賃は、システム提供者に
手数料を引いた分（感謝、実費）がドライバーに支
払われている。
また安全面に関して見ると、毎朝対面してアル

コールと健康の確認、警察の講習会やドライバー会
議の実施、事故への保険対応などが行われており、
マイナスな実態の発生をコントロールできるように
対策が取られている。
以上のような主要な一連の動き、各ステークホル

ダーとの関係、ルールが存在し、輸送サービスの提
供、安全への配慮を運行管理者が担っており、現時
点ではサービスの支障や安全面での問題はみられな
かった。今後、過疎かつ交通不便地域でライドシェ
アを導入するにあたっては、上記で把握したことが
検討要因になり得ると考えられる。

４ 日本のライドシェアの実態

3.3 節で示すとおり、各々ステークホルダーが存
在する中で、輸送サービスの提供、安全への配慮を
中心に行う運行管理者に視点をおいて、ささえ合い
交通、なかとんべつライドシェアの事例に係る主な
行先や目的、利用者の内訳、運行回数、利用状況、
課題に関して調査し、運賃の意識と利用との関係性
について考察を行った。

４．１　ささえ合い交通の運賃の現状と課題
ささえ合い交通は平日の利用が多く、主な行先や

目的として、最も多いのが通院、次いで最寄りの鉄
道駅や役所への送迎で使われる傾向がみられる。利
用者の内訳としては、地域住民が 6割で、観光客な
どの町外者が 4割となっている。運行回数は、2年
間の月平均で 60 数件、一日当り平均 2回強の運行
であり、利用者の極端な減少もみられず、移動手段
の一つとして活用されている。
そこで、具体的に地域住民の利用状況を見ると、

自宅から峰山町や綾野町などの病院までや、自宅か

らバス停までの移動の際にささえ合い交通が利用さ
れるケースが多いことを踏まえると、長距離だけで
はなく短距離の移動にも活用されていることがわか
る。
このように、ささえ合い交通が利用される背景に

ついて、日本自動車教育新興財団（2017）は、利用
者の声を踏まえた上で、利便性が評価されていると
言及している。 

一方で今後の課題を見ると、運行管理としては、
丹後町外への往復運航の実現、運賃の高さ感の緩和、
代理配車のサポーター人員拡充、観光客の増加（プ
ラス隣接市町との連携）、運行開始ドライバーチェッ
クを ICT の活用といった５点を認識している。こ
こで、運賃に焦点をおくと、運行管理側は、路線バ
スやデマンドバスがともに 200 円で運行されている
ため、ささえ合い交通の運賃が高い 4 と感じる利用
者が存在することを住民説明会など通じて認識して
いる。このように、運賃がマイナスに捉えられてい
るものの、ささえ合い交通では月 60 件程度の運行
が行われている実績を踏まえると、利用者は利便性
のプラス面を優先していることが考えられる。なぜ
ならば、デマンドバス 5 は、ささえ合い交通と比べ
ると、運賃は安いが利便性は低いものとなっている。
このことから、デマンドバス 6 の利用実積を見ると
2016 年のささえ合い交通運行開始年度から、豊栄
竹野線（2014 年 50 人、2015 年 577 人、2016 年 394
人、2017 年 374 人、2018 年 255 人）と、宇川線（2014
年 115 人、2015 年 390 人、2016 年 498 人、2017 年
421 人、2018 年 290 人）の 2路線で減少がみられる
ため、利便性が高いささえ合い交通を選択している
ことが考えられる。
さらに海外の知見を参照すると、ロンドンの事例

を対象に消費者行動に関する意識調査を行った Brin 

O．Jones（2017）は、利用者の行動最優先事項が、
利便性 57％、安全性 34％、信頼性 25％、運賃 15％、
可用性 27％、その他 4.3％であると明らかにしてい
る。 

以上のことから、ささえ合い交通の開始年度から
デマンドバスの利用者が減少していること、また輸
送サービスの取り組み内容などに違いはあるものの、
日本で行われているささえ合い交通の実態を踏まえ
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ると海外の事例と同様に、運賃よりは利便性を優先
し利用する傾向が示唆される。
また運賃より利便性が優先される背景には、行

動経済学のナッジが作用したと考えられる。丹後町
では、2008 年にタクシー会社が撤退し、運賃は安
く利便性は低い路線バスと 2014 年 4 月導入のデマ
ンドバスが地域交通として運行するものの、住民の
移動ニーズは十分に満たせなかった。このことから、
地域住民は利便性が高い移動手段を長期間求めてお
り、運賃は高いと認識しつつも利便性が高いささえ
合い交通の利用に至っていると考えられる。

４．２　�なかとんべつライドシェア（相乗り）事業
の現状と課題

なかとんべつライドシェアでは、平日の利用で
町内移動が多く、主な行先や目的として、通院、買
い物で使われている。利用者の内訳は、来訪者の数
が多くない地域であるため、地域住民の利用がほと
んどを占める状況となっている。ここで運賃は、当
初無料から有料へと変わったものの、運行実績は
無料時 2015 年 8 月 24 日から 2016 年 4 月末までの
計 250 日間（土日祝日含む）で延べ 238 回、その後
2016 年 5 月 1 日から 2019 年 3 月末までの計 700 日
間（土日祝日含む）で延べ 666 回となっている。こ
れらの運行回数を平均すると一日当り平均 1 回弱と
なり、有料化に伴い運行回数の変化はみられなかっ
た。なお、月別で見ると雪のある冬期間は利用が伸
び、移動手段のとして活用されている。
また利用者からは、「door to doorの移動」、「使い

たい時に使える」、「車内でのコユニケーション」、「長
距離であれば適時に休憩するなど臨機に対応しても
らえる」などの声が聞かれている。
一方で今後の課題を見ると、様々な時間帯をフォ

ローするためには、より多くのドライバーの確保が
必要である、また他地域で利用できることが挙げら
れている。なお、運賃に関しては特段不満を聞くこ
とはない状況となっている。
以上より、ドライバー確保や移動範囲に関する

課題は残しつつも、輸送サービスが無償利用では申
し訳ないとされ、利用者の意志により受益者負担と
なっている。近年、財政負担の制約がある中で、個

人負担を求めると考えられるが、本事例では運行管
理者が無料に設定し、その後利用者の意思決定を踏
まえて有料化となっている。このことから、ただ乗
りと他人に思われたくないなどの社会的圧力を活か
し、無料という仕掛けが行動経済学のナッジとして
政策に取り入れられたと示唆される。そして有料化
に伴う運行回数の変化はなく、利便性やオプション
的な価値、柔軟性が評価されていることが明らかと
なった。

５ 福井県吉田郡平寺町の地域交通の現状
と新たな輸送サービスに対する意識

過疎高齢化が進み、加え公共交通が不便な地域
においては、コミュニティバスやデマンドバスなど
の従来型の公共交通では対応しきれず、今後はライ
ドシェアや自動運転などを活用した新たな輸送サー
ビスが重要な役割を果たすと考えられる。このよう
に今後ライドシェアが普及、展開が期待される中で、
他の地域において新たな輸送サービスや運賃につい
てどのような評価を行うのか把握することで、ライ
ドシェアを検討する際の知見を得ることとした。

５．１　調査対象地域の選定および調査概要
調査対象地域である福井県吉田郡永平寺町を図

４に示す。
図４に示すとおり、吉田郡永平寺町は、福井県の

北部に位置し総人口 19,883 人（2015 年時）、高齢化
率 27.4％で過疎高齢化地域である。
次に公共交通は、地方（えちぜん）鉄道、永平寺

コミュニティバス、予約乗り合いタクシー、路線バ
スなどが存在するものの、自家用車での移動が中心
となっており、地域モビリティの課題を抱えている。
これまで永平寺町では、課題解決に向けて、自動
運転実証実験やMass会議といったモビリティ維持
活性化の推進活動を積極的に行っているように、地
域交通を考える時期、対話を行う場がある。しかし
これまでの日本の地域交通の教訓を踏まえるならば、
従来のような事業者、行政が主体となる輸送サービ
ス実現に向けた検討や提供を行うのみではなく、地
域住民が一緒に考え移動手段の確保が求められてい
ることから、移動弱者になる高齢者の意識は重要と
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考える。
また、永平寺町が位置する福井県は、自動車検査

登録情報協会の（2016 年 3 月現在）調査結果 7 で
は、一世帯あたりの自動車保有台数が全国一位とな
り、自動車の普及が高い地域である。そこで自動車
の保有台数があり、かつ自動車の稼働しない時間（遊
休資産を共有）を活かすライドシェアは、本地域に
とって合理的な輸送サービスであり、適材適所の検
討材料と判断した。
以上のことから、本研究では交通弱者すなわち当

事者として位置づけられる高齢者を対象として、ラ
イドシェアの受容性や運賃への意識などの調査を永
平寺町の一集落の高齢者 14 名に実施するに至った。
調査を開始する前に、「一緒に地域交通を考えよ

う、あなたの移動とは」をテーマに勉強会（写真１）
を開催した。勉強会では、自身の移動、永平寺町の
現状と課題、将来像、参考になる事例について紹介
しつつ、同時に地域交通に関する意見交換を行った。
その後、アンケート形式を用いて、回答者の属

性、新たな輸送サービスに対する意識に関する調査
を行った。 

５．２　回答者の属性
性別を図５、年代を図６、日常行動における主な

移動手段を図７、勉強会前後における地域交通への
興味関心を図８に示す。
図５に示すとおり、性別は男性 5人、女性 8人と

なっている。次に図６に示すとおり、年代の内訳を
見ると、80代が 7人、70代が 4人、60代が 2人となっ
ている。
そして図７に示すとおり、通院や買い物などの

日常行動における主な移動手段を見ると、「自家用
車（家族の送迎も含む）」100％（13 人）が最も多
く、次いで「徒歩」23％（3人）、「タクシー」「鉄道」
が各々 8％（1人）となり、「路線バス」、「コミュニ
ティバス」について該当はなかった。また、意見交
換からは、「公共交通を使いたくても不便を感じて
使えない」、「駅までの少しの距離をタクシー利用し

図４　福井県吉田郡永平寺町

出展：福井県の白地図 https://technocco.jp/n_map/0180fukui.html（2019.4.17 閲覧）（著者が加工）

図５　性別 図６　年代

写真１　勉強会の様子
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たいが躊躇する」、「いつか自身で運転できなくなっ
た時や家族に送迎を頼れなくなった時を思うと不安
である」といった声が聞かれた。これらより、移動
は車依存であること、そして近い将来を考えると公
共交通に対して不安を持っていることが確認できた。
また図８に示すとおり、勉強会前後における地域

交通への興味関心を見ると、話を聞く前では「興味
関心がある」92％（11 人）、「興味関心がない」8％（1
人）となった。そして、話を聞いた後では、「より
興味関心が持てた」83％（10 人）、「話を聞く前と
同じ」が 15％（2人）、「興味関心がなくなった」は
該当なしとなった。また意見交換からは、実際に永
平寺町が行うMaas会議や自動運転の取り組みに参
加したいといった声が聞かれた。このことから、地
域交通に不便や不安を持っているだけではなく、地
域交通に対して何か関わりたいといった意欲を持っ
た人々の存在が示された。

 

５．３　新たな輸送サービスに対する意識
公共交通の利用の際における優先事を図９、先行

する輸送方法の認知を図 10、３つの運賃タイプを
表１、仮にライドシュエアを利用する場合に望む運
賃タイプを図 11、そして望む運賃プランの理由を
表２に示す。
図９に示すとおり、公共交通を利用するにあたっ

て、運賃、経路、時間、乗り換え、快適さ、便利さ、
バリアフリー、信頼の 8つから優先するものを 3つ
まで回答してもらった。
その結果、「経路」および「時間」が 69％（9人）

と最も多く、次いで「便利さ」54％（7 人）、「乗
り換え」46％（5 人）、「運賃」23％（3 人）、「快適
さ」と「バリアフリー」は各々 8％（1 人）となっ
た。なお、「信頼」は該当者なしとなった。これより、
料金面よりも利便性を優先していることが示された。
次に図 10 に示すとおり、地域のリソースを活用

した輸送方法として注視されている「ライドシェ
ア」、「自動車学校の送迎 8」、「共助型輸送 9」、また
永平寺町の地域交通について対話する際にキーワー
ドに挙がる「自動運転」、「貨客混載」の計 5つにつ
いて知っているか否かを質問した。
その結果、「自動運転」を「知っていた」が 77％（10

人）、「貨客混載」が 31％（4人）と認知されていた。
一方で、「知らなかった」と多く答えたのが「ライ
ドシェア」、「自動車学校の送迎」、「共助型輸送」の
3つは 77％（10 人）となった。
これら 5 つの輸送方法について意見交換をする

と、最も認識されていた「自動運転」に関しては「実
走実験に乗ったが止まることが多かった」、「乗れる
人数が限られ、速度も遅かった」、「一般道で走行し
た際の事故が心配」、「整備費用がかかる」といった

図７　主な移動手段

図８　勉強会前後における地域交通への興味関心
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声が聞かれ、日常的な活用は難しいと考えられてい
ることが分かった。また「ライドシェア」や「共助
型輸送」については「普段から近隣の人を乗せる機
会があり、事故の際に運営側がいると安心できる」、
「定年後、地域貢献の一環として協力できる人もい
る」との声が確認できたことを踏まえると、地域に
なじむ要素があることが示唆され、本地域で輸送
サービスとして展開の可能性が期待できると考えて
いた。
最後に、図 11 に示すとおり、あなたの住む町で

仮にライドシェアがはじまった時、どの運賃タイプ
を望むのか、提示した 3つのタイプから 1つのタイ
プを選んでもらった。
なお、3 つの運賃タイプは、表１に示すとおり、

一つ目は決められた額を支払う「固定型」、二つ目
は利用者の判断で値段を決める「謝礼型（任意であ
り 0円～）」、三つ目は固定型もしくは謝礼型を選べ
る「選択型」である。そして、運賃の内訳は３つあり、

配車システムの「手数料」、ガソリンや高速代金な
どの「実費」、ドライバーへの「感謝」となっており、
この内「感謝」の設定が各運賃タイプで異なること
になっている。
以上のことを踏まえて、3つの運賃タイプからど

の運賃タイプを望むのか調査した結果、「固定型」
84％（11 人）と最も多く、「謝礼型」や「選択型」
は各々 8％（1人）となった。
そして表２に示すとおり、固定型を選んだ理由を

踏まえると、設定されている方が使用しやすく、受
け入れやすい支払い方法であることが考えられる。
しかし、現在ささえ合い交通では、固定型であるも
のの、利用者からの不満の声が多いことを踏まえる
と、予め利用者に輸送サービスの価値を評価しても
らった上で運賃設定を行う、また料金が決められた
定額料金にするなどの運賃に対する工夫を行い、利
用者の料金面への満足を高めることが望まれる。こ
こで謝礼型や選択型の特徴でもある自分の都合で支

図９　公共交通の利用の際における優先事

図 10　先行する輸送方法の認知
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払う運賃タイプよりも運行管理者が指定する料金で
支払う固定型を望む結果となったのは、過疎高齢化
の地域では比較的密な人間関係から他人の行動など
が気になる特性があり、それらの意識が行動経済学
のナッジとして意思決定に影響したと考えられる。

 

６ おわりに

本研究では、過疎高齢化地域においてライドシェ
アのビジネスモデルの応用展開がされはじめ、今後
その傾向が強まることを踏まえて、日本のライド
シェアの先行事例から現状把握を行い、さらに過疎
高齢化かつ公共交通の不便な地域の高齢者を対象と
した意識調査から、ライドシェアの受容性を明示し、
利用と運賃との関係性の考察を行った。
ライドシェアの事例を把握すると、丹後町のささ

え合い交通と中頓別町のなかとんべつライドシェア
では運行範囲の条件、運行時間、料金について違い
がみられ、地域独自の設定となっていた。

利便性では、２つの事例ともに向上したと考えら
れるものの、各々運行範囲や様々な時間帯への対応
などの課題が示された。
また運賃では、ささえ合い交通に比べ、なかとん

べつライドシェアでは不満の声は聞かれていない状
況が明らかになり、有料化に伴う運行回数の変化も
みられなかった。
そして、ささえ合い交通の事例を基に運営管理の

枠組みや留意点を整理すると、運行管理者を軸とし
輸送サービスの提供や安全管理への配慮が行われて
いた。
以上の現状把握から、なかとんべつライドシェ

アでは、利用や運賃に関して特筆すべき問題がある
点は確認できなかった。一方、ささえ合い交通では、
運賃に対するマイナス面が確認でき、利便性のプラ
ス面を優先する傾向があり一定の利用に繋がってい
たことを路線バスとデマンドバスの利用者減少や、
海外事例の知見を踏まえて考察した。しかし、運賃
は利用者にとって利用しやすい設定に確保すること

表１　３つの運賃タイプ

図 11　仮にライドシュエアを利用する場合に望む運賃タイプ



78

パーソナルファイナンス研究No.6

がサービス継続や利用者の移動にあたって重要であ
るため、今後は適正な運賃設定はどの程度なのかな
どの詳細な把握を行うことが必要である。
次に過疎高齢化かつ公共交通の不便な地域の一

例として福井県吉田郡永平寺町の高齢者の地域交通
の現状や意識把握を行った。
まず料金面よりも利便性を優先事項に挙げてい

た。
また、現在家族や近所の人に乗せてもらうなど、

個人で移動を確保するモビリティスタイルであるこ
とから、ライドシェアや共助型輸送は地域になじみ
展開できる可能性があると期待していた。
そして、運賃に関しては、ささえ合い交通やなか

とんべつライドシェアで取り入れられている「固定
型」を望む結果となったものの、先行事例の実態を
踏まえると利用者の満足を高めるような運賃設定の
工夫が求められる。
以上から、運賃より利便性、無料より有料化、謝

礼や選択型より固定型の運賃が評価されることにつ
いては、行動経済学のナッジが政策に活かされ仕掛
けが行われた効果であると示唆される。
今後、ライドシェアを普及、展開を進めるにあ

たっては、利便性の評価が最重要となり、運賃に不
満を抱いている状況がある場合においても利用は見
込まれる。しかし、運賃の課題への対応を考えると、
事前に利用者に輸送サービスの価値を評価させた上
で固定型の運賃設定を行う戦略を取り入れる方が望
ましく、利用者の運賃に対する満足を得られる可能
性があることが示唆される。

【注】
1. Azit社WEBサイト
 https://crewcrew.jp/2019 年 3 月 29 閲覧。
2. NPO法人気張る！ふるさと丹後町WEBサイト 

h t tp : / / k iba ru - fu rusa to - t ango .o rg /abou t -

sasaeai/2018 年 8 月 29 日閲覧。
3. 北海道幸枝郡中頓別町WEBサイト
 http://www.town.nakatombetsu.hokkaido.jp/

bunya/5299 2019 年 3 月 29 日閲覧。
4. 著者が行った調査結果の他に、東（2016）に

おいて「運賃は、タクシー料金の半額程度で
高いという声があり、減額など緩和が必要と
される」と示されている。

 東恒好（2016）．「ＩＣＴを活用しマイカーを
使った公共交通空白地有償運送＝「ささえあ
い交通』の運行」『交通科学』47,2,（27）．

5. アプリや代理サポーターを通じて配車するさ
さえ合い交通と、前日までに予約を行い配車
するデマンドバスは特性が類似していること
から、デマンドバスの利用者数を参考とする。

6. 豊栄竹野線、宇川線ともに 2014 年 7 月 14 日
から運行開始を行っている。また、各年度
の集計については、10 月から 9 月（例えば、
2015 年は 2014 年 10 月から 2015 年 9 月）と
なっている。

7.  一般財団法人自動車検査登録情報協会
 http://www.airia.or.jp/publish/statistics/mycar.

html2019 年 9 月 19 日閲覧。
8. 自動車学校の送迎とは、自動車学校が所有す

る送迎バスの車内スペース（空席）を有効活
用し、65 歳以上の高齢者を無料で送迎する

表２　報酬型を回答した理由　※自由記述
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輸送サービスを指す。
9. 共助型輸送とは、例えば福井県福井市高須町

の地域で集落住民が主体となり取り組まれて
いる様な輸送サービスを指す。
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